
第 1 章：変革の成功を左右するチェンジマネジメント 

1.1. チェンジマネジメントとは何か？ 

1.1.1. 概念の深化と学術的定義 

チェンジマネジメントという言葉を聞いて、単に「変化への対応」だと捉える
人は少なくありません。しかし、その本質はもっと深く、より戦略的なもので
す。これは、組織が直面する新しいプロセス、テクノロジー、あるいはビジネス
モデルといった変革を、円滑かつ効果的に進めるための体系的なマネジメント手
法であり、特にその人的側面に焦点を当てています。一般的なプロジェクトマネ
ジメントが「何を、いつ、どのように作るか」という技術的・計画的な側面に重
きを置くのに対し、チェンジマネジメントは「人々がどのように変革を受け入
れ、適応し、最終的にそれを効果的に実行していくか」という、人々の心理と行
動に深く関わるものです。この二つのマネジメントは、まるで車の両輪のよう
に、どちらが欠けても変革は前に進みません。もし片方だけが推進されても、も
う一方が追いつかず、組織全体がねじれたり、停止したりする危険性がありま
す。 

学術的には、チェンジマネジメントは組織行動学や経営学の分野で長年研究さ
れてきました。近年では、仲地孝氏と山田敏弘氏の論文『デジタル・トランスフ
ォーメーションと組織の変革』のように、デジタル変革（DX）の文脈でチェンジ
マネジメントの役割を再定義する研究が進んでいます。これらの論文では、チェ
ンジマネジメントを「技術導入に伴う組織文化、従業員の意識、そして業務プロ
セスを不可逆的に変革するための戦略的かつ計画的な活動」と捉えています。こ
の定義が示唆するように、チェンジマネジメントは単なる情報伝達にとどまら
ず、人々の感情や意識に働きかけ、変革への内発的な動機を喚起するプロセスで
あることが分かります。例えば、長年慣れ親しんだ手作業の業務をデジタル化す
る際、単に新しいシステムの操作方法を教えるだけでは不十分です。「なぜ今、こ
れを変える必要があるのか」「変わることで何が良くなるのか」という問いに対す
る納得感がなければ、人は新しいやり方を受け入れません。チェンジマネジメン
トは、この納得感を醸成し、変革への抵抗を最小化するための羅針盤となるので
す。 

このアプローチは、組織変革の成功率を高めるための不可欠な要素として位置
づけられています。多くの調査研究が示すように、プロジェクト失敗の主要因は
技術的な問題よりも、むしろ人々の抵抗やコミュニケーション不足といった人的
な要因にあることが明らかになっています。新しいシステムがどれだけ優れてい
ても、それを使う人々がそれを理解し、受け入れ、使いこなさなければ、その投
資は単なるコストで終わってしまいます。チェンジマネジメントは、このギャッ
プを埋めるための唯一無二の手段なのです。これは特に、全社的な業務プロセス
変更を伴う SAP S/4HANA 導入のような大規模プロジェクトにおいて、その真価
が問われることになります。技術の専門家だけでなく、組織の変革を専門とする
人材が不可欠な時代になったと言えるでしょう。 

 

1.1.2. 目的と目標の具体化 

チェンジマネジメントの究極的な目的は、変革によって創出されるはずのビジ
ネス価値を最大化することにあります。これは、単にシステムを稼働させるだけ
でなく、従業員がそのシステムを日常的に、そして効果的に活用できる状態を目
指さなければ達成できません。この目的を達成するためには、いくつかの具体的
な目標を設定し、それを着実に実行していく必要があります。 

具体的な目標は多岐にわたります。第一に、変革への理解と納得の促進です。
従業員が変革の必要性を頭で理解するだけでなく、心から「納得」することを目



指します。これには、なぜ今、このシステム導入が必要なのか、現状の課題がど
のように解決されるのかを、具体的なデータや将来のビジョンを交えて、繰り返
し、多角的に伝える努力が欠かせません。第二に、スムーズな移行とパフォーマ
ンスの維持。変革は一時的に業務の混乱を招く可能性があります。チェンジマネ
ジメントは、新しいシステムやプロセスへの移行期間中、従業員が戸惑うことな
く業務を遂行できるよう、十分なトレーニングとサポートを提供します。これに
より、移行期における生産性の低下を最小限に抑え、事業の安定性を保つことが
できるでしょう。第三に、抵抗の特定と対処です。変革に対する抵抗は、組織の
あらゆる階層で発生し得るものです。チェンジマネジメントの重要な役割の一つ
は、こうした抵抗の兆候を早期に特定し、その原因を深く掘り下げ、個々の状況
に応じた対策を講じることです。そして最後に、変革の永続的な定着。プロジェ
クトが完了し、システムが本稼働しても、変革は終わったわけではありません。
チェンジマネジメントの最後のステップは、変革が単なる一過性のブームで終わ
らず、組織の新しい常識、新しい文化として根付くよう、仕組みを構築すること
にあります。これには、新しい業務プロセスを継続的に改善する活動や、変革へ
の貢献を評価する人事制度の導入などが含まれます。これらの目標は互いに関連
し合い、一つひとつを達成していくことで、変革はより強固なものになっていき
ます。 

事例. 大手製造業 A 社のケース 

しかし、これらの目的と目標を明確に掲げても、チェンジマネジメントが失敗
に終わるケースは少なくありません。例えば、国内の大手製造業 A 社が、サプラ
イチェーン全体を最適化するために ERP システムを刷新した事例を考えてみまし
ょう。同社はプロジェクト計画、技術選定、予算策定には万全を期しましたが、
最も重要な「人」の部分でつまずきました。経営層はトップダウンで「業務の標
準化」を命じましたが、その理由やビジョンを現場の従業員に十分に伝えません
でした。結果として、各部門の担当者は「なぜ自分たちの長年のやり方を変えな
ければならないのか」という不満や疑問を抱き、変革に対する「不信感」と「不
満」が蔓延しました。 

システムが稼働すると、新しい標準業務プロセスに慣れない従業員は、元の手
作業や Excel による非公式な業務を継続し始めました。ヘルプデスクへの問い合
わせは殺到しましたが、その多くは「新しいシステムは使いにくい」「元のやり方
の方が早い」といった抵抗感からくるもので、技術的な問題よりも心理的な問題
が根底にありました。プロジェクトチームは技術的な対応に追われるばかりで、
根本的なコミュニケーション不足を解決できませんでした。最終的に、システム
は稼働したものの、業務効率は期待通りに向上せず、システムが組織に定着する
ことはありませんでした。この事例が示すように、チェンジマネジメントの目的
を「新しいシステムを円滑に導入すること」と矮小化し、「従業員が新しいシステ
ムを自律的に活用し、ビジネス価値を創出する」という真の目的に焦点を当てな
ければ、多大な投資も無駄になってしまうのです。 

 

1.1.3. 変革を阻む根本的な要因の分析 

チェンジマネジメントがなければ、変革は多くの壁にぶつかります。その中で
も最も強固な壁が「抵抗」です。人々が変化を嫌うのは、単に新しいことを覚え
るのが面倒だから、という単純な理由だけではありません。それは、心理学的に
見て、自身の「快適ゾーン（Comfort Zone）」が脅かされることへの本能的な反
応です。長年慣れ親しんだ業務のやり方や人間関係が崩されることへの不安、自
分のスキルが陳腐化するかもしれないという恐怖、未来の不確実性に対する懸念
など、複雑な感情が入り混じっています。 

学術的論拠：抵抗のメカニズム 



この「快適ゾーン」への執着と変革への抵抗のメカニズムは、心理学や組織行
動学の分野で長年研究されてきました。例えば、上山雅規氏の論文『組織変革に
おける抵抗のマネジメントに関する研究』では、抵抗の背景には「自己効力感の
低下」や「認知的不協和」といった心理的要因があると指摘しています。従業員
は、新しいシステム導入によって、これまで得意としていた業務スキルが通用し
なくなり、自身の存在意義が失われるのではないかという不安（自己効力感の低
下）を抱きます。また、長年「良い」と信じてきた業務プロセスが「非効率」と
否定されることで、自己の認識と外部からの情報との間に矛盾（認知的不協和）
が生じ、これを解消するために変革そのものを否定するという防衛的な行動に出
るのです。 

この論文が示唆するように、抵抗は単なる「非協力」ではなく、個人の心理的
な防衛反応であり、これを力ずくで排除しようとすれば、さらなる不信感と抵抗
を生む悪循環に陥ります。チェンジマネジメントは、この抵抗の根源にある心理
的な要因を理解し、その不安を和らげ、新しい変革へのポジティブな自己認識を
促すためのアプローチとして機能します。変革のビジョンが不明確であったり、
経営層と現場の間に情報格差があったりすると、従業員はプロジェクトの目的を
理解できず、不信感や混乱を抱くことになります。情報が錯綜し、不正確な噂が
飛び交うようになると、組織の士気は低下し、プロジェクトの成功はますます遠
のきます。これらの問題を未然に防ぎ、あるいは迅速に対処するために、チェン
ジマネジメントは極めて重要な役割を果たすのです。この抵抗を単なる「非協
力」と決めつけず、その背景にある感情や論理を丁寧に紐解き、個別に対応して
いく姿勢が、チェンジマネジメントには求められます。 

 

1.1.4. チェンジマネジメントの成功を測る定量・定性指標 

チェンジマネジメントの成功を評価するためには、単にシステムが予定通りに
稼働したかどうかだけでなく、人々の行動がどのように変わったかを客観的に評
価する視点が不可欠です。この評価には、定量的・定性的な指標を組み合わせて
用いることが効果的です。これにより、変革プロセスのどの段階に課題があるの
かを正確に把握し、戦略を柔軟に調整することができます。 

定量的指標としては、新しいシステムの使用率が挙げられます。本稼働後、ど
れだけの従業員が新しいシステムを日常業務で使っているかを測定します。旧シ
ステムや手作業が継続されている場合は、チェンジマネジメント活動に課題があ
ることを示唆します。また、ヘルプデスクへの問い合わせ件数の推移も重要な指
標です。件数が多すぎる、あるいは特定の機能に関する問い合わせが集中してい
る場合は、トレーニングやマニュアルに改善の余地があることを示します。さら
に、トレーニング受講率と習熟度も欠かせません。計画されたトレーニングにど
れだけの従業員が参加し、テストや実技演習でどの程度の習熟度を示したかを評
価します。最後に、生産性の変化。新システム導入前後で、業務処理にかかる時
間やエラー発生率がどのように変化したかを比較分析します。これらの数値デー
タは、変革の効果を客観的に示す強力な証拠となるでしょう。 

一方、定性的な指標は、人々の意識や感情を把握するために不可欠です。従業
員アンケートを定期的に実施し、変革への理解度、新しいシステムに対する満足
度、組織風土の変化に対する認識などを測定します。また、特定の部門や従業員
グループに対して、直接インタビューやワークショップを実施し、変革に対する
率直な意見や感情をヒアリングすることも有効です。これにより、数値では見え
ない深い課題や抵抗の根源を特定できます。これらの指標は、変革プロセスにお
ける課題を早期に発見し、チェンジマネジメント戦略を柔軟に軌道修正する上で
極めて重要な役割を果たします。例えば、アンケートで「新しいシステムに期待
していない」という回答が多ければ、アウェアネス（認識）の段階に問題がある
可能性が高く、経営層からのメッセージを強化するなどの対策を講じることがで



きます。 

 

1.2. 次世代 ERP 導入における組織変革の役割 

1.2.1. なぜシステム導入は「業務改革」なのか？ 

多くのビジネスパーソンが考える DX（デジタルトランスフォーメーション）
は、最新の IT ツールを導入することに集約されがちです。しかし、真の DX は、
単なる技術導入を超えた、企業のビジネスモデルそのものの変革です。この観点
から、次世代 ERP 導入、特に SAP S/4HANA のような基幹システム刷新を捉え
る必要があります。現代の企業が直面する課題は、単に「システムが古い」とい
う技術的な問題だけではありません。それは、サイロ化された部門間の壁、属人
化された業務プロセス、そして経営層がリアルタイムに正確なデータを得られな
いという構造的な問題です。これらの課題は、市場の変化に迅速に対応し、新た
なビジネスチャンスを捉えることを阻害する要因となります。 

次世代 ERP は、この根本的な問題を解決するために設計されています。これは
単なるシステムの入れ替えではなく、これまでの非効率な慣習や属人化した業務
プロセスを洗い出し、グローバルで通用する「ベストプラクティス」に基づいた
標準機能に業務そのものを合わせる、いわば「業務改革」そのものです。例え
ば、サプライチェーンを考えてみましょう。原材料の調達、生産、在庫管理、出
荷、そして顧客への配送までの一連の流れが、これまで部門ごとにバラバラのシ
ステムや Excel シートで管理されていたとします。この状態では、リアルタイムな
在庫状況の把握や生産計画の最適化は困難で、需要の急な変動に対応できませ
ん。SAP S/4HANA は、これらの業務プロセスを統合し、リアルタイムでデータ
を可視化します。これにより、企業はサプライチェーン全体の最適化を図り、コ
スト削減、顧客満足度の向上といった競争優位性を獲得できるのです。これは単
なる IT プロジェクトではありません。それは、企業のビジネスモデルそのものを
変革し、新たな競争力を生み出すための戦略的投資なのです。この「業務改革」
を伴う導入は、企業がデジタル時代の荒波を乗り越え、持続的に成長するための
不可欠なステップとなります。 

 

1.2.2. 新しい働き方の創出とスキルチェンジの必要性 

次世代 ERP は、従業員の働き方を根本から変えるポテンシャルを秘めていま
す。従来、多くの従業員は、データの入力、複数のシステム間のデータ転記、手
作業による集計といった単純作業に多くの時間を費やしてきました。これは、ま
るで目の前の作業をこなすことに追われる、いわば「オペレーター」としての働
き方です。しかし、次世代 ERP は、AI や機械学習を活用してこれらの定型作業を
自動化し、従業員を単純作業から解放します。これにより、人はより付加価値の
高い業務に集中できるようになります。 

例えば、リアルタイムで得られる統合データを分析し、市場のトレンドを予測
したり、顧客のニーズを深く理解して新しいサービスを提案したり、あるいはサ
プライヤーとの関係を強化するための戦略を練ったりといった、より戦略的でク
リエイティブな仕事に時間を割くことができます。これは、従業員が「オペレー
ター」から「アナリスト」や「ストラテジスト」へと役割を変えることを意味し
ます。この新しい働き方を実現するには、従業員自身の意識とスキルの変革が不
可欠です。これまでとは異なるスキルセット、例えばデータリテラシー、問題解
決能力、そして部門横断的なコミュニケーション能力が求められます。組織とし
ては、従業員がこれらの新しい役割に適応できるよう、継続的な学習機会を提供
し、新しい業務への貢献を評価する仕組みを構築しなければなりません。これ
は、単なるスキルアップではなく、従業員のキャリアパスそのものを再構築す



る、組織にとっての重要な課題なのです。企業が従業員のスキルチェンジを支援
することは、単にシステム導入を成功させるだけでなく、将来のビジネスリーダ
ーを育成し、組織全体の知的な資本を増やすことにもつながります。 

さらに、新しい働き方は、従業員個人の満足度向上にも寄与します。単純な反
復作業が減り、思考力や創造性を必要とする仕事が増えることで、仕事に対する
モチベーションやエンゲージメントが高まることが期待できます。これは、優秀
な人材の獲得や定着にも大きな影響を与えるでしょう。チェンジマネジメント
は、このような働き方の変化がもたらすメリットを従業員に明確に示し、彼らが
自らスキルチェンジの必要性を感じ、行動に移せるよう導く役割を担います。 

 

1.2.3. 部門間のサイロ化解消と組織の一体感醸成 

多くの企業で、組織の「サイロ化」、つまり部門ごとに情報が分断され、連携が
阻害されているという問題が起きています。これは、迅速な意思決定を妨げ、非
効率な業務を招く大きな原因です。例えば、営業部門が顧客から受けた注文情報
が、タイムリーに生産部門や物流部門に共有されないことで、納品遅延や在庫不
足といった問題が発生することがあります。各部門が「自分たちの業務だけ」に
集中するあまり、会社全体の利益を損なうような事態が頻発します。 

次世代 ERP は、財務、販売、製造、購買といったすべての業務データを一元管
理する統合プラットフォームです。これにより、部門間の情報共有がシームレス
になり、業務プロセス全体が可視化されます。このシステムを最大限に活用する
ためには、各部門が自部署の利益だけでなく、会社全体の利益を考えて行動する
意識を醸成することが不可欠です。 

チェンジマネジメントは、このサイロを解消するための強力なツールとなりま
す。部門横断的なワークショップや共通の目標を設定することで、異なる部門の
従業員が互いの業務を理解し、協力関係を築く機会を創出します。共通のビジョ
ンを共有し、組織の一体感を高めることで、システムが持つ統合の力を最大限に
引き出すことができるのです。この一体感は、単なる友好関係にとどまらず、組
織全体の生産性とイノベーションを劇的に向上させる原動力となります。サイロ
化を解消することは、企業が全体最適の視点を持って意思決定を行い、より大き
な競争力を獲得するための第一歩です。また、このような協調的な文化が醸成さ
れることで、部門間の摩擦や非効率な調整作業が減り、プロジェクトの進捗もス
ムーズになります。例えば、営業担当者が顧客からの特別な要望をシステムに入
力すれば、製造部門や物流部門がリアルタイムでその情報にアクセスし、対応を
検討できるといった、部門横断的な業務フローが当たり前になります。 

 

1.2.4. 変革を成功に導く組織文化の構築 

次世代 ERP 導入の最終的な目標は、単に効率的なシステムを手に入れることで
はありません。それは、組織文化そのものを変えることです。過去のやり方に固
執するのではなく、常に新しい技術やプロセスを受け入れ、継続的に改善してい
く「変革に強い組織文化」を築くことが真の目標となります。 

この文化を育むためには、従業員一人ひとりが変革の担い手であるという意識
を持てるような環境を作り出すことが不可欠です。経営層が明確なメッセージを
繰り返し発信し、従業員が変革の成功に貢献したことを正当に評価される仕組み
があれば、組織は自律的に改善を続けることができます。例えば、経済産業省が
発表した「DX レポート 2.1」でも、DX 推進の鍵は、技術導入だけでなく、組織
文化や企業風土の変革にあると指摘されています。レポートの本文には、以下の
ような記述があります。 



「デジタル技術を前提としたビジネスモデルを構築するとともに、組織・事
業・仕事の進め方を変革するためには、IT 部門だけでなく、事業部門、経営層が
一体となり、新たなビジネスモデルを創造するための風土や文化を醸成していく
ことが不可欠である。」 

この引用が示すように、システム導入は、この文化変革の「きっかけ」に過ぎ
ません。チェンジマネジメントは、そのきっかけを最大限に活かし、組織全体を
「学習する組織」へと進化させるための土壌を耕す役割を果たすのです。この文
化が根付けば、たとえ次の大きな変革が訪れても、組織はそれを恐れることな
く、前向きに受け入れ、乗り越えることができるでしょう。これは、企業が持続
的な成長を遂げるための最も重要な資産となるはずです。 

 

1.3. 人々の変革プロセス：ADKAR モデルから読み解く 

ADKAR モデルは、変革を成功させるために、人々が経験する 5 つのステップを
体系的にまとめたフレームワークです。これは単なるチェックリストではなく、変
革の各段階で人がどんな心理状態にあるのか、そしてそれにどうアプローチすべき
かを教えてくれる、非常に実践的なモデルです。プロジェクトマネージャーやリー
ダーは、このモデルを理解することで、変革の成功率を飛躍的に高めることができ
ます。ADKAR という名前は、各ステップの頭文字から取られています。それぞれの
ステップは、まるで変革という旅路における、人々の心理的な通過点のようなもの
です。 

このモデルの全体像は、変革が「なぜ必要なのか」という最初の問いかけから始
まり、「それをやりたい」という内発的な欲求が生まれ、「どうすればいいのか」と
いう具体的な方法を学び、実際に「やってみる」ことで能力を身につけ、最終的に
それが「当たり前になる」という一連のプロセスを表しています。これは、一人ひ
とりがバラバラに経験するのではなく、組織全体で歩むべき道筋として捉えるべき
です。もし、このプロセスのどこかでつまずけば、プロジェクト全体が停滞した
り、失敗したりするリスクが高まります。ADKAR モデルは、そのつまずきを早期
に発見し、適切な手を打つための道標となるのです。 

 

1.3.1. 人々の変革プロセス：ADKAR モデルから読み解く 

ADKAR モデルは、変革を成功させるために、人々が経験する 5 つのステップ
を体系的にまとめたフレームワークです。これは単なるチェックリストではな
く、変革の各段階で人がどんな心理状態にあるのか、そしてそれにどうアプロー
チすべきかを教えてくれる、非常に実践的なモデルです。プロジェクトマネージ
ャーやリーダーは、このモデルを理解することで、変革の成功率を飛躍的に高め
ることができます。ADKAR という名前は、各ステップの頭文字から取られてい
ます。それぞれのステップは、まるで変革という旅路における、人々の心理的な
通過点のようなものです。 

このモデルの全体像は、変革が「なぜ必要なのか」という最初の問いかけから
始まり、「それをやりたい」という内発的な欲求が生まれ、「どうすればいいの
か」という具体的な方法を学び、実際に「やってみる」ことで能力を身につけ、
最終的にそれが「当たり前になる」という一連のプロセスを表しています。これ
は、一人ひとりがバラバラに経験するのではなく、組織全体で歩むべき道筋とし
て捉えるべきです。もし、このプロセスのどこかでつまずけば、プロジェクト全
体が停滞したり、失敗したりするリスクが高まります。ADKAR モデルは、その
つまずきを早期に発見し、適切な手を打つための道標となるのです。 

1.3.2. Awareness（アウェアネス）: なぜ変革が必要なのか？ 



変革の第一歩は、その必要性を認識することから始まります。この認識がなけ
れば、変革は単なる強制と捉えられ、強い抵抗を引き起こしてしまいます。従業
員は、「なぜこの新しいシステムが必要なのか？」「今のやり方の何が問題なの
か？」「この変革は自分の仕事にどう影響するのか？」といった問いに対する明確
で納得のいく答えを求めています。 

この段階では、変革の背景と目的を多角的に、かつ徹底的に伝えることが鍵と
なります。まず、経営層からの強力なメッセージ発信が不可欠です。単にメールで
通達するのではなく、全社員向けの説明会やタウンホールミーティングを定期的
に開催し、CEO や事業部門の責任者が自ら登壇して、変革のビジョンを熱く語る
必要があります。その際、「Why（なぜ）」を具体的に示すことが重要です。「競合
他社に遅れを取っている現状」や「市場の変化に対応できていない課題」を客観
的なデータで示し、このままでは企業の存続が危うくなるという危機感を共有し
ます。 

次に、「What（何）」がどう変わるのかを明確に説明します。新しいシステム導
入によって、具体的にどの業務プロセスが、どのように効率化されるのかを、具
体的な数字（例：月次のレポート作成時間が 30%削減される）やビフォー・アフ
ターのイメージで示します。さらに、「What’s in it for me?（私にとってのメリッ
トは何か？）」という従業員一人ひとりの疑問に答えることが、抵抗を和らげる上
で決定的に重要です。新しいシステムによって、単純なデータ入力作業が自動化
され、より創造的で価値の高い仕事に集中できるようになることや、残業時間の
削減といった個人的なメリットを具体的に提示します。 

これらのコミュニケーションは、一度で終わらせるのではなく、プロジェクト
の各フェーズに合わせて、ニュースレター、社内 SNS、部門ミーティングなどを
通じて繰り返し、多角的に行うことが不可欠です。また、双方向の対話を促すた
めに、質疑応答セッションや匿名で質問を受け付ける仕組みを設けることも重要
です。従業員からの質問や懸念に誠実に向き合うことで、信頼関係が築かれ、次
のステップである「Desire」への移行がスムーズになります。 

 

1.3.3. Desire（デザイア）: 変革したいと心から思うか？ 

変革の必要性を頭で理解しただけでは不十分です。人々が自ら「変わりたい」
と心から願う、内発的な動機付けがなければ、変革は定着しません。この段階
は、従業員に「変革へのオーナーシップ」を感じてもらうための行動が中心とな
ります。 

この段階で最も重要な実践は、変革を「自分ごと」にするための参加型活動で
す。単に情報を与えるのではなく、従業員が変革プロセスに直接関わる機会を創
出します。例えば、新しい業務プロセスを設計する段階で、部門横断的なワーク
ショップを開催します。財務、営業、製造など、異なる部門の担当者が一堂に会
し、「新しいシステムで顧客からの注文処理をどう効率化できるか？」といったテ
ーマで議論を交わします。これにより、各部門が抱える課題や要望を共有し、互
いの業務を理解することで、単なるシステム導入ではない「業務改善」への一体
感が生まれます。 

また、「変革のチャンピオン（Champion）」や「キーユーザー（Key User）」を
選定・育成することも非常に効果的です。各部門から、変革に前向きで影響力の
あるメンバーを選び、彼らに新しいシステムやプロセスの先行学習を促します。
彼らは、プロジェクトチームと現場をつなぐ重要な橋渡し役となり、現場の質問
に答えたり、他のメンバーの不安を和らげたりする役割を担います。これによ
り、変革はトップダウンの強制ではなく、仲間内からの自然な広がりとして受け
止められるようになります。 



さらに、変革の成功事例を共有し、可視化することもデザイアを醸成する上で
欠かせません。プロジェクトの進捗に応じて、早期に新しいシステムを使いこな
した部署や個人の成功体験を社内報や社内 SNS で紹介し、感謝の言葉を伝えるこ
とで、他の従業員のモチベーションを刺激します。「あの部署ができたなら、私た
ちもできる」というポジティブな連鎖を生み出すことが、このステップの最終的
な目標です。これらの活動を通じて、従業員は変革が「自分たちの未来をより良
くするもの」だと心から信じられるようになり、次のステップへと進む意欲が湧
いてきます。 

 

1.3.4. Knowledge（ナレッジ）: どう変革すればよいか？ 

変革の必要性と意欲が生まれたら、次は「どうやって変革すればよいのか？」
という具体的な方法を学ぶ段階です。これは、新しいシステムの使い方だけでな
く、再設計された業務プロセスや、新しい役割についても理解を深めることを意
味します。この段階は、変革の成功を左右する最も重要な要素の一つです。 

この段階では、体系的かつ役割に基づいたトレーニングプランを策定し、実行
することが求められます。まず、従業員の役割（例：購買担当者、経理担当者、
営業担当者）ごとに、必要な知識とスキルを洗い出し、最適な学習コンテンツを
準備します。E-ラーニング、集合研修、部門別のワークショップ、そして実践的な
演習を組み合わせることで、多様な学習スタイルに対応します。特に、E-ラーニ
ングは、従業員が自分のペースで何度でも学習できるため、基本的な知識の習得
に非常に有効です。 

集合研修では、単に講師が説明するだけでなく、ロールプレイングやケースス
タディを取り入れ、実際の業務シナリオに沿った演習を行います。例えば、購買
担当者向けには、新しいシステムを使って発注から検収までの一連のプロセスを
シミュレーションさせ、経理担当者向けには、請求書の承認フローを体験させま
す。これにより、従業員は新しいシステムの使い方を「座学」で学ぶだけでな
く、「実践」を通じて体で覚えることができます。 

また、トレーニング資料や業務マニュアルを分かりやすく、いつでもアクセス
可能な形で整備することも不可欠です。PDF ファイルだけでなく、動画マニュア
ルやインタラクティブな FAQ サイトを用意することで、従業員が困ったときに自
力で解決できる環境を整えます。さらに、従業員の学習進捗を定期的にチェック
し、習熟度が低い従業員には、個別のメンタリングや追加の学習機会を提供する
など、一人ひとりの状況に合わせた柔軟なサポートを提供します。知識を効果的
に伝えるためには、情報提供だけでなく、学習者が能動的に関与できるようなイ
ンタラクティブな学習手法を取り入れることが重要です。 

 

1.3.5. Ability（アビリティ）: 変革を実践できるか？ 

知識を得ただけでは、実際にそれを実行できるとは限りません。この段階は、
学んだ知識を実践に移すステップです。新しいシステムや業務プロセスを、実際
に自分の業務で問題なく活用できる能力を身につけることが目標となります。知
識と実践の間に存在するギャップを埋めるためのサポートが、この段階の肝とな
ります。 

この段階のチェンジマネジメント活動には、本稼働直前のシミュレーション演
習や、業務開始後のきめ細やかなオンサイトサポート、そしてヘルプデスクの整
備などが含まれます。まず、本稼働直前に、実際の業務データを模した環境で、
従業員がエンドツーエンドの業務フローを体験する「ドライラン」を実施しま
す。これにより、本番環境での潜在的な課題やエラーを事前に発見し、対処する
ことができます。また、従業員が新しいシステムに慣れるための実践的な場を提



供することで、本稼働への心理的なハードルを下げることができます。 

本稼働後は、各部門に「変革のキーパーソン」として育成されたキーユーザー
や、プロジェクトメンバーが常駐する「カットオーバー・サポート」体制を構築
します。これにより、従業員は、困ったときにいつでも質問できる身近な相談相
手がいるという安心感を得ることができます。このピア・サポートは、心理的な
不安を和らげ、新しい業務への移行をスムーズにする上で非常に効果的です。 

また、専門のヘルプデスクを設置し、迅速かつ的確なサポートを提供すること
も不可欠です。問い合わせ内容を記録・分析し、よくある質問は FAQ として公開
することで、自己解決を促します。さらに、新しいシステムを利用して業務がス
ムーズに進んでいるかを定期的にモニタリングし、パフォーマンスが低い従業員
には個別のフォローアップを行うなど、継続的なサポートを提供します。アビリ
ティの定着には、単発的な支援ではなく、継続的かつ多角的なサポート体制の構
築が不可欠です。このステップを丁寧に実行することで、従業員は新しいシステ
ムを「使える」だけでなく、「使いこなせる」という自信を持つことができるよう
になります。 

 

1.3.6. Reinforcement（リインフォースメント）: 変革を定着させるには？ 

変革は、システムが本稼働した時点で終わりではありません。この段階は、変
革を一時的なものではなく、組織の文化として永続的に定着させるためのステッ
プです。人間は、慣れ親しんだ古いやり方に戻ろうとする傾向があるため、これ
を防ぐための仕組みを構築しなければなりません。 

この段階では、新しい行動を継続的に促すための仕組みを導入することが重要
です。まず、変革への貢献を正当に評価する人事制度を検討します。新しいシステ
ムを積極的に活用し、業務改善に貢献した従業員を表彰したり、昇進・昇給の評
価項目に加えることで、変革へのコミットメントを動機づけします。これによ
り、従業員は変革が自分自身のキャリアにとってプラスになることを実感でき、
自律的に新しい行動を続けるようになります。 

次に、新しい業務プロセスの継続的な改善サイクルを確立することです。シス
テムが稼働した後も、定期的に業務レビューを実施し、パフォーマンス指標
（例：業務処理時間、エラー率）を分析します。従業員からのフィードバックを
吸い上げるための専用チャネル（例：改善提案ボックス、定期的なアンケート）
を設け、改善のアイデアを収集します。これにより、従業員は変革が「完成」で
はなく、常に進化していくものであるという認識を持つことができ、自ら改善に
貢献しようという意識が芽生えます。 

さらに、変革の成功事例を継続的に共有することも重要です。社内報や全社集
会で、新しいシステムを活用して大きな成果を出したチームや個人のストーリー
を共有します。これにより、従業員は変革のメリットを再認識し、モチベーショ
ンを維持できます。また、新しい従業員に対しては、変革の歴史と意義を伝える
オリエンテーションを実施し、組織の新しい文化を継承していきます。このリイ
ンフォースメントが成功すれば、変革は組織の DNA の一部となり、次の変革に
も前向きに取り組める組織へと進化していくでしょう。 

 

1.4. 変革を成功に導くための 3 つの鍵：経営陣、推進者、そして現場 

1.4.1. 変革の「スポンサー」となる経営陣 

s 

 



1.4.2. 変革の「ドライバー」となる推進者 

プロジェクト推進者、具体的にはプロジェクトマネージャーやチェンジマネジ
メントリーダーは、変革の「ドライバー」として、変革の計画と実行を担う中心
的な役割を果たします。彼らは、チェンジマネジメントの戦略を策定し、変革の
進捗を管理し、関係者間のコミュニケーションを円滑に進める責任があります。 

この役割を担う人々は、企業変革の隠れたヒーローです。彼らは、経営陣の意
図を現場に分かりやすく伝え、同時に現場の声や課題を経営陣にフィードバック
する重要な橋渡し役を担います。この役割を果たすためには、高いコミュニケー
ション能力と、組織の状況を正確に把握する洞察力が求められます。彼らは、変
革に対する抵抗の兆候を早期に察知し、解決策を提案する「変革の専門家」であ
ると同時に、現場の従業員が安心して変革に臨めるよう、心理的なサポートを提
供する「ファシリテーター」でもあります。 

実在する事例の有無について: 大規模な企業変革における「推進者」の事例と
して、特定の個人名が公にされることは非常に稀です。これは、プロジェクトの
成果が組織全体のものとして語られること、また、変革のキーパーソンが内部の
役職者であり、外部にその名前が知られる機会が少ないためです。しかし、多く
の成功事例において、特定のチームや部門、あるいは「業務部門出身のリーダ
ー」といった形で、その役割を担う人々の重要性が語られています。 

例えば、ある国内大手製造業の DX 事例では、業務部門から選抜されたベテラ
ン社員が、IT 部門と緊密に連携しながら、新しい業務プロセスの設計を主導しま
した。彼らは、現場の業務を深く理解しているため、単にシステムを導入するだ
けでなく、本当に現場が使いやすく、効率化につながる業務フローを構築するこ
とができました。この事例のように、推進者には、IT の知識だけでなく、現場の
業務知識と変革への強い情熱を併せ持つ人材が選ばれることが多く、彼らが変革
の成功を左右する重要な鍵となるのです。 

 

1.4.3. 変革の「オーナー」となる現場 

どれほど優れた計画があっても、変革を最終的に実行し、定着させるのは現場
の従業員です。彼らが変革の「オーナー」となり、自らの意思で新しいやり方を
取り入れ、改善活動に貢献しなければ、変革は絵に描いた餅に終わってしまいま
す。現場のオーナーシップを育むためには、従業員をプロジェクトの初期段階か
ら巻き込むことが非常に大切です。 

業務部門からキーユーザーを選出し、彼らをプロジェクトチームの一員として
参画させることで、現場の知識や意見を計画に反映させ、より実践的で効果的な
変革計画を策定することができます。これにより、従業員は「やらされている」
という受動的な立場から、「自分たちで創る」という能動的な立場へと意識を変え
ることができるのです。この「共創」のアプローチは、変革に対する抵抗を和ら
げるだけでなく、新しいシステムやプロセスが組織のニーズに真に合致したもの
になるという大きなメリットをもたらします。現場の従業員が変革の成功に貢献
しているという実感を持つことで、彼らのモチベーションは飛躍的に高まり、プ
ロジェクトは自律的に推進されるようになります。 

 

1.4.4. 三位一体の連携と成功事例からの学び 

変革を成功させるには、経営陣、推進者、そして現場の三者が、それぞれの役
割を理解し、有機的に連携することが不可欠です。経営陣がビジョンを示し、推
進者がそれを具体化し、現場が実行する。この三位一体の連携が円滑に行われた
とき、組織は強固な変革の推進力を得ることができます。 



例えば、コカ・コーラ・ボトラーズジャパンホールディングスは、サプライチェ
ーン改革の一環として SAP S/4HANA を導入しました。このプロジェクトでは、
トップの強力なリーダーシップのもと、業務部門と IT 部門が一体となったプロジ
ェクトチームを編成し、各部門のキーユーザーを積極的に巻き込むことで、社内
の抵抗を最小限に抑え、変革を成功に導きました。これは、トップダウンの方向
性と、ボトムアップの参加意識が融合した好例と言えるでしょう。 

コカ・コーラ・ボトラーズジャパンホールディングスの事例詳細: 同社は、複
数のボトリング会社が統合して誕生した経緯から、システムや業務プロセスがバ
ラバラで非効率な状態でした。そこで、SAP S/4HANA を導入し、サプライチェ
ーン全体を統合・標準化する大規模な変革に着手しました。このプロジェクトの
成功要因の一つが、経営トップが「One Company, One System」という明確なビ
ジョンを掲げ、強力なリーダーシップを発揮したことです。また、プロジェクト
チームは IT 部門だけでなく、業務部門からも多数のメンバーを選出し、部門間の
壁を徹底的に排除しました。彼らは、新しいシステムに合わせて業務プロセスを
再設計するワークショップを繰り返し開催し、現場の意見を吸い上げながら、変
革への納得感を醸成していきました。この地道な活動が、従業員の抵抗を和ら
げ、最終的な変革の定着へとつながったのです。 

別の事例として、NEC の事例を見てみましょう。同社は、全社的な業務改革と
SAP ERP 導入に際し、チェンジマネジメントを経営戦略の柱の一つとして位置づ
けました。プロジェクトの初期段階から従業員との対話を重視し、変革の目的や
メリットを丁寧に説明。また、変革を推進するキーパーソンを各部門に配置し、
部門間の連携を強化しました。これにより、従業員が「なぜ変革が必要なのか」
を理解し、「自分も変わらなければならない」という意識を持つことができ、大規
模な組織変革を成功に導く要因となりました。このように、トップから現場まで
が一体となって変革に臨む姿勢こそが、大規模システム導入成功の鍵となるので
す。 


